
１．はじめに

　近年，特に地域鉄道のバラスト軌道において，走行安
全性確保のため PCまくらぎ化するニーズがある。また，
保守管理のコスト低減の一環として，既設のバラスト軌
道のまくらぎ間隔を拡大することによる設備投資と管理
コストのを低減に対する要望がある。しかしながら，ま
くらぎ間隔を拡大すると列車荷重を支えるまくらぎ本数
が減少し，軌道部材への負担が増加するため，場合によ
り軌道の安定性を損なう恐れがある。
　一方，軌道構造および軌道を構成する軌道部材の設計・
性能照査方法については，2012年に発行された「鉄道
構造物等設計標準・同解説（軌道構造）」（以下，軌道構
造標準）１）において明文化され，既に軌道の設計におい
て活用されているが，軌道構造標準は新設線の軌道の設
計に用いることが基本であり，既設線における地域鉄道
特有の軟弱地盤や，細粒土の混じったバラストについて
十分な対応ができないという課題があった。このため，
まくらぎ間隔拡大の実施に当たっては供用条件を考慮し
た設計手法の確立が急務であった。
　ここで，地域鉄道の既設線を対象として敷設間隔を拡
大した PCまくらぎ化を検討する場合の走行安全性に関
する懸念事項を以下に列挙する。
　（1） 路盤・道床の状態が必ずしも良好でないため，軌

道の沈下，横変形が急速に進み，走行安全性が損
なわれる恐れがある。

　（2） レール締結装置 1組に対する列車荷重の作用が

大きく，レール締結装置の連続不良が発生しやす
くなるため，軌間拡大による走行安全性が損なわ
れる恐れがある。

　（3） 軌道の整備状態が良好でないため，浮きまくらぎ
が発生しやすく，（1）および（2）の影響がさら
に大きくなる恐れがある。

　そこで筆者らは，従来の設計手法である軌道構造標準
を補完する位置づけとして，既設線のバラストや路盤条
件，管理レベルなどの供用条件を反映し，まくらぎ間隔
拡大に対応できるバラスト軌道の設計手法を提案した。
次に，この手法に基づき，走行安全性を確保できるまく
らぎ間隔の限度を走行シミュレーションにより曲線半径
別に把握した。さらに，提案した設計手法を用いて，ま
くらぎ間隔拡大の可否に関する試計算を行った。

２．まくらぎ間隔拡大を考慮した設計法

2. 1　設計法の概要
　提案した設計法は軌道構造標準を補完するものであ
り，特徴として以下の点を挙げることができる。
　（1） 実物大載荷試験により，まくらぎ間隔・道床状態

が軌道沈下に与える影響を評価し，バラスト軌道
の適用限界と設計標準の軌道沈下式に用いる係
数を提案した。

　（2） まくらぎ 1本引きの最終道床横抵抗力より，任
意のまくらぎ間隔における群杭効果を考慮した
軌道 1mあたりの道床横抵抗力を求める推定式を
提案した。

　（3） レール締結装置の性能照査に用いる変動輪重係数
について，供用条件に対応する算定法と在来線に
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適用可能な値を提案した。
　これらの項目について実施した検討の内容と結果を次
節以降に概説する。

2. 2　まくらぎ間隔と軌道沈下の関係
　実物大模型を用いた繰返し載荷試験により，まくらぎ
間隔拡大を想定した載荷荷重と沈下量の関係を求め，急
速な沈下が生じないバラスト軌道の条件（以下，限界条
件）を検討した。さらに，現行の軌道構造標準の軌道沈
下式（以下，設計標準式）の適用性を検証した。
　設計標準式では，軌道沈下量 βzi0は，式 (1)に示す通り，
道床沈下係数 βzbi0と路盤沈下量 βzsbi0の和である。道床
沈下係数 βzbi0は，式 (2)に示す通り，係数 α，軌道ばね
係数 K，まくらぎ下面圧力 Pti0および有効まくらぎ底面
積 ST'から求めており，係数 αは新品バラストにおける
沈下特性を基に設定されている。

βzi0＝βzbi0＋βzsbi0 (1)
βzbi0＝α（ST’Pti0）/K (2)

　実物大模型はまくらぎ 1本のバラスト軌道とし，地盤
反力係数 K30値が 50MN/m3の路盤上に構築した（図 1）。
なお，本試験は路盤の塑性変形が生じない条件で行って
いるため，路盤沈下量 βzsbi0は 0である。
　載荷回数 10万回時におけるまくらぎ変位振幅および
路盤変位振幅を図 2および図 3に示す。まくらぎ変位
振幅は，載荷荷重の全振幅および道床内の細粒分含有率
（以下，Fc）が大きいほど増加する傾向を示した。なお，
本試験は載荷 30万回以内にまくらぎ変位が 30mm以上
生じた場合，その時点で中断した。試験を中断したケー
スでは，まくらぎ変位振幅が 4.0mm以上，路盤変位振
幅は 2.5mm以上であった。
　載荷 5万回から 10万回までの沈下の傾きから定義し
たまくらぎ沈下進み βt（図 4）を基に，任意の Fcにおけ
る係数 α’の推定方法を検討した。Fc0％，4％および
12％の場合に対する近似式を式 (3)に示す。係数 CFciお
よび DFciは，式 (4)および式 (5)から任意の Fcにおける
係数 CFcおよび DFcの値を算出した。さらに任意の Fcに
おける係数 CFcおよび DFcを用いて，式 (6)により任意の
荷重 Pにおける沈下進み（以下，実験式）βtEFcを推定した。

βti＝CFci Pi ＋DFci (3)
CFc＝－1.6559×10－8 Fc＋3.3610×10－7 (4)
DFc＝6.0743×10－6 Fc－1.6723×10－5 (5)
βtEFc＝CFc P＋DFc (6)

　式 (7)から式 (9)により任意の Fcにおける係数 αを
算出した。推定した係数 α’は式 (10)の通り，Fc0％（新

品バラスト）では 13.6×10－6であり，現行の係数 α（14.7
×10－6）と概ね同程度となった。

βtEFc＝βzbi0� (7)
CFc P＋DFc＝α（ST’Pti0）/K� (8)
α＝（CFc P＋DFc）K/（ST’Pti0） (9)
α’＝3.84×10－6 Fc＋13.6×10－6 (10)

　式 (8)の検証を行うため，試験結果の沈下進み βtと係数
α’を用いた設計標準式から算出した沈下進み βzbi0の比較
を行った（図 5）。設計標準式は沈下進み 50×10－6mm/回

図１　繰返し載荷試験

図２　まくらぎ変位振幅

図３　路盤変位振幅

図４　まくらぎ沈下進みβt

特集：軌道技術

鉃道総研報告　Vol.36,  No.3,  202224



以下の範囲では概ね一致したものの，沈下進み 50×10－6  

mm/回以上では試験結果との相関が低かった。
　以上の検討結果より，設定する軌道条件に対して，ま
くらぎ変位振幅が 4.0mm以内，路盤変位振幅が 2.5mm
以内でかつ，沈下進みが 50×10－6mm/回以下の範囲を
バラスト軌道の設計が可能な限界条件とした。

2. 3　まくらぎ間隔と道床横抵抗力の関係
　軌きょう状態のまくらぎ 1本あたりの道床横抵抗力
は，隣接するまくらぎの影響（以下，群杭効果）により，
まくらぎ 1本の横引き試験から得られる道床横抵抗力
も小さくなる（図 6）。そこで，1/5スケール軌道模型
（図 7）を用いたまくらぎ横引き試験によりまくらぎ間
隔と道床横抵抗力の関係を検討２）した上で，実物大軌
道模型によりその妥当性を検証した。
　まくらぎ 1本引きの最終道床横抵抗力に対するまく
らぎ 5本引きの 1本あたりの最終道床横抵抗力の割合
を群杭効率 ηと定義する。任意のまくらぎ幅およびまく
らぎ間隔における群杭効率を把握するため，まくらぎ幅
SWをまくらぎ間隔 SSで除した値（SW/SS）と群杭効率
ηの関係を整理した（図 8）。群杭効率とまくらぎ幅 /ま
くらぎ間隔の関係から群杭効率 ηは，式 (11)により推
定されている。式 (10)を用いて任意のまくらぎ幅およ
びまくらぎ間隔における最終道床横抵抗力は，式 (12)
で推定することができる。

η＝31.2（SW/SS）2－76.3（SW/SS）＋104 (11)
R5－10

Track＝{η×（R5－10
single＋μb×ΔW）}/SS (12)

　ここに，μbはまくらぎとバラスト間の摩擦係数，ΔW

はまくらぎ間隔拡大に伴うまくらぎが負担する 1本あ
たりのレール荷重の増加分（N/本）である。
　図 9に推定式から求めた軌道 1mあたりの道床横抵抗
力と 3号 PCまくらぎを用いた実物大軌道模型のまくら
ぎ横引き試験結果の関係を示す。同図より，まくらぎ間
隔を拡大するとともに軌道 1mあたりの道床横抵抗力は
減少し，その減少傾向は群杭効果を含んだ道床横抵抗力
の推定式と概ね一致した。

2. 4　使用条件に応じた変動輪重係数
　レール締結装置の安全性の照査では，設計輪重（静的
輪重）に変動係数（表 1）を乗じて設計作用を算定し，
これを適用した二方向載荷試験を実施して得られる応答
値を限界値と比較する。
　一般部用のレール締結装置の変動係数は表 1に示す
値であるが，これらは安全側となるよう経験的に設定さ
れたものであり，必ずしも軌道の実態を考慮，反映した
ものではない。そこで，軌道支持状態の影響を考慮し，

軌道の使用条件を反映した変動輪重係数の検討を行った。
　検討にあたり，軌道の支持状態がレール締結装置一組
に作用する設計作用の鉛直方向成分に相当するレール圧

図５　試験結果と係数α’ を用いた設計標準式の比較

図６　群杭効果の概念図

図７　1/5 スケール軌道模型

図８　群杭効率の推定式2）

図９　道床横抵抗力の推定式の検証
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力に及ぼす影響を明らかにする。このため，過去に開発
したレール小返り解析モデル４）を軌道支持状態が設定
できるよう拡張した。この拡張モデルに対して，営業線
で測定されたまくらぎの浮き量のデータを個々のまくら
ぎ下に設定し，レール圧力に及ぼす影響を評価した５）。
　図 10に実測された浮き量６）と同じ箇所で推定した
レール圧力の関係を示す。適正支持されたまくらぎの両
側に 4～5本分の連続した浮きが生じているような軌道
支持状態の悪い場合においてレール圧力が顕著に増加す
る傾向が確認できる。また，図 10に示したレール圧力
の推定値を，同じく図 10に示した全てのまくらぎが適
正支持され浮きの無い場合のレール圧力の推定値で除し
た比をレール圧力比と定義し，その度数分布を整理した
（図 11）。その結果，まくらぎが連続して浮いているよ
うな軌道支持状態の悪い箇所では（平均＋3×標準偏
差）を超過する突出した値（1.36）となるものの，これ
らを除外すればレール圧力比は最大で 1.13であった。
　ここで，過去の知見より一般部における輪重変動は静
的輪重の 10%まで見込めば十分であることが明らかと
なっている１）。したがって，輪重の定常分の割増に相当
する前述のレール圧力比 1.13に対して輪重変動の影響
まで考慮した場合の静的輪重に対する割増は 1.13×1.1
≒ 1.24であり，現行の変動輪重係数に対して安全側の
値である。以上の考察により，実際の軌道支持状態を考
慮した場合の変動輪重係数は，安全余裕を見込んで現行
の設計 A荷重の算定に用いられる 1.3を引き続き適用
することが妥当と判断された。

３．走行安全性確保のためのまくらぎ間隔限度

　まくらぎの間隔を拡大する場合，列車走行時のレール
の変形量が増大し，列車の走行安全性を損なう可能性が
ある。そこで，走行解析による検討を行った。車両は在
来線の通勤車両とし，軌道は初期不整のない理想的な条
件を想定した JIS 50kgNレールを用いたバラスト軌道
とした。走行安全性の指標については，脱線係数および
輪重減少率を用い７），脱線係数の目安値は車輪踏面形状
のフランジ角度を考慮した 0.95とした。また輪重減少
率は動的輪重減少率を評価対象とし，その目安値を 0.8
とした。解析条件を表 2に示す。各曲線半径において，

まくらぎ間隔を 0.6mから 3.6mとした場合の解析を実
施した。なお，走行速度は曲線本則８）により，カント
は曲線半径，走行速度より求めた均衡カント８）とした。
　計算に使用したのは汎用マルチボディダイナミクス
（MBD）解析ソフト Simpack９）で，車両はMBDモデ
ルである。ただし，軌道は FEMモデルであり，軌道の
離散支持状態を模擬することが可能である10）。FEMモ
デルを効率的に計算するため，車輪との相互作用を考慮
するレール梁要素の節点に自由度を縮退して計算を行
う。図 12に解析モデルの概要を示す。
　例として，曲線半径 160m，まくらぎ間隔 2.5mの場
合の解析結果を図 13に示す。横軸の目盛線はまくらぎ
位置を示す。ここで，グラフ中央のまくらぎ 1本に外軌
側の浮きを想定し，外軌側のまくらぎ支持剛性を 0にし
ている。なお，浮きまくらぎ手前の 25mのまくらぎ（支
持まくらぎ）では，全て所定の支持状態とした場合の定
常状態とほぼ合致することを確認しており，以下ではこ
れらを浮きのない理想条件での解析結果として論じる。
　理想条件では，輪重，横圧ともにまくらぎ直上におい

表１　現行の変動係数（在来線）

図 10　浮き量とレール圧力の結果

図 11　レール圧力比の度数分布

図 12　解析モデル

表２　解析条件
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て外軌側で増加し，内軌側で減少している。脱線係数は，
まくらぎ直上で横圧が増加しているが，同時に輪重も増
加しており，目安値には達していない。また，輪重減少
率はまくらぎ直上において内軌側で増加するが目安値に
は達していない。一方，浮きまくらぎ箇所を支持まくら
ぎ箇所と比較すると，輪重は外軌側で減少し，内軌側で
増加している。また浮きまくらぎの次のまくらぎ直上で
外軌側において顕著な増加がみられ，内軌側で顕著な減
少がみられる。横圧は浮きまくらぎの位置でやや増加す
る傾向が見られた。脱線係数については浮きまくらぎ箇
所で目安値を超過した。輪重減少率は，浮きまくらぎの
次のまくらぎで内軌側で大きく目安値を超過した。
　他の曲線半径についても同様の解析を実施した。まく
らぎ間隔と脱線係数および輪重減少率の最大値を整理し
た結果を図 14に示す。曲線半径（Rと表記する）が小
さいほど目安値を超過するまくらぎ間隔が小さくなる傾
向が見られ，浮きまくらぎを設定すると，これはさらに
縮小し 2m程度となった。今回は限定された条件での検
討であるが，1m程度のまくらぎ間隔拡大であれば直ち
に重大な影響を及ぼさない結果となった。

４．提案した設計法による試計算例

　本章では，2章で提案した設計手法を用いて営業線条

件を念頭に実施したまくらぎ間隔拡大に関する試計算の
例を示す。

4. 1　試計算の条件
　表 3に本章で実施する試計算条件を示す。PCまくらぎ
種別は地域鉄道を念頭に低廉化まくらぎ（以下，TPCま
くらぎ），まくらぎ間隔は現在 694mm11）としている箇所を
1041mmに拡大するケースを想定し，レール締結装置は
線ばね式レール締結装置，車両の設計軸重は 100kNとした。
　この条件に基づき，軌道沈下量，道床横抵抗力，レー
ル締結装置の性能照査の各項目について検討を行った。

4. 2　1 年間の軌道沈下量の推定
　2.2節に示した知見に基づき，表 3の条件において，
まくらぎ間隔を 694mmから 1041mmに拡大した場合
における 1年間の軌道沈下量と Fcの関係を求めた（図
15）。同図より，Fcが増加するとともに軌道沈下量は増
加する傾向を示した。また，まくらぎ間隔を拡大するこ
とで軌道沈下量は 2倍程度に増加した。

4. 3　道床横抵抗力の推定
　2.3節に示した知見に基づき，TPCまくらぎの道床横
抵抗力は，文献 12を参考に 3.1kN/本（水平変位 2mm
時）と仮定した。まくらぎ間隔 694mmおよび 1041mm
の軌道 1mあたりの道床横抵抗を求めた（図 16）。同図
より，推定した軌道 1mあたりの道床横抵抗力は，まく
らぎ間隔 694mmで 3.4kN/m，1041mmで 2.8kN/mとな
り，18％程度低下した。レール軸力が高まり著大な通

図 14　まくらぎ間隔と走行安全性

図 15　まくらぎ間隔と 1 年間の軌道沈下量の関係

図 13 走行解析結果 (R160m, まくらぎ間隔 2.5m)

表３　試計算の基本条件
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り変位が生じるリスクを抑制するため，継目部で無遊間
とならないよう遊間管理を強化する必要があると考える。

4. 4　レール締結装置の照査
　2.4節に示した知見を踏まえ，レール締結装置につい
ては，対象となった TPCまくらぎと組み合わせて使用
する線ばね式レール締結装置（SST形）に対し，表 3
の試計算条件よりも更に厳しい評価となる，表 4に示す
条件で疲労破壊に関する安全性の照査を実施した。
　その結果，図 17に例示するように締結ばねの発生応
力とレール頭部左右変位のいずれについても設計限界値
以内となり，試計算条件で安全性を満足した。

4. 5　試計算の結果と留意点
　4.2節から 4.4節に示した試計算の結果より，4.1節に
示した条件において，まくらぎ間隔拡大を 694mmから
1.5倍の 1041mmに拡大可能であることが分かった。
　なお，本試計算はレール底部曲げ応力とまくらぎにつ
いては性能を満足することを前提として実施した。実際
に試計算の条件でまくらぎ間隔を拡大する場合は，この
前提が成り立つか事前に確認する必要がある。また，ま
くらぎ間隔を拡大することで軌道沈下量は増加し，軌道

1mあたりの道床横抵抗力は低下するため，拡大後も現
状の保守管理レベルを維持することを前提としている点
に留意が必要である。

５．まとめ

　本稿に述べた内容をまとめると以下の通りである。
　（1） 新設線の軌道の設計に用いる軌道構造標準を補完

する位置づけとして，既設線の使用条件を反映
し，まくらぎ間隔拡大に対応できるバラスト軌道
の設計手法を提案した。

　（2） 提案手法を用いて走行安全を確保できるまくらぎ
間隔の限度を走行シミュレーションにより曲線
半径別に把握した。

　（3） 提案手法を用いてまくらぎ間隔拡大の可否に関す
る試計算を実施した。その結果，適切に保守を実
施することを前提として，一例としてまくらぎ間
隔を 1041mmまで拡大できる見通しを得た。

　なお，1/5スケール軌道模型を用いたまくらぎ間隔と
道床横抵抗力の検討結果は，国立大学法人横浜国立大学
との共同研究により得られた成果である。
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表４　レール締結装置の性能照査の条件

図 17　レール締結装置の照査例（締結ばね応力）

図 16　まくらぎ間隔と軌道 1m あたりの道床横抵抗力
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